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論文の内容の要旨 
 荒川博美氏の博士学位論文は、地域における認知症サポーター養成において、従来の座学での理

論中心の認知症サポーター養成プログラムに、Kolb の体験学習理論を適応した介護体験学習プロ

グラムを加え、認知症サポーターの活動意欲と活動が高まるかどうかを検討し、体験学習の効果を 
検証したものである。その要旨は以下のとおりである。 
 著者は、厚生労働省が 2005 年に全国規模で開始した認知症サポーター養成とその活動の現状に

ついて着目し、この研究を実施している。著者は、認知症サポーター養成講座修了後に見守り活動

など地域において活動を行っている割合は 25％程度、75％は実際の活動を行っていない状況であ

り、活動の現状は活動の有無と活動意欲との関連が認められていたということ、また、例え活動意

欲が高くても活動を行っていない場合もあるという先行研究の結果に注目した。これらの現状を踏

まえ、著者はボランティアである認知症サポーターの活動意欲を高めるための介入可能性を検討し、

最も短期での効果が期待でき、かつ介入可能であるのは、知識理解と認知症者への関わり体験を提

供し、知識として学んだことを実践の場で活用可能なものとする体験学習を取り入れることで、活

動意欲が高く実際に認知症サポーターとしても活躍できる人材の育成ができるのではないかと仮

説を立てた。著者自身が Kolb の体験学習理論を適応させ介護体験型の認知症サポーター養成プロ

グラムを開発し、その有用性を検討した。 
【方法】 
本研究のデザインは介入群と対照群を設置した比較デザインである。既存のプログラムによる認

知症サポーター養成講座受講と体験学習を組み合わせた１）養成講座受講＋体験学習（介入群）と 

２）養成講座受講のみ（対照群）とし、評価は、介入群：①養成講座の前、②養成講座の後、③体

験学習プログラム後（養成講座後 2 週間）、④養成講座の 3 ヶ月後、対照群： ①養成講座の前、②
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養成講座の後、③養成講座後 2 週間、④養成講座の 3 ヶ月後、各群それぞれ合計 4 回実施した。 
また、介護体験学習プログラムは経験学習モデルの一つである Kolb 理論を適用した。プログラム

は 4 つのフェイズ①具体的経験：ロールプレイ・対象者との出会い、②内省的観察：経験を自分な

りに理解する、③抽象的概念化：養成講座の学びと実践を調和させる、④能動的実験：得られた内

省・抽象的概念化を実践する、で組み立てられている。各フェイズで、著者自身がファシリテイタ

ーとなりサポートを行った。第 1 フェイズでは、コミュニケーションが取れるような環境づくり：

緊張感の緩和・知識の確認などの情報共有、第 2 フェイズでは、自己表現への支援：落ち着いて考

えられる時間や場所の確保・積極的傾聴、第 3 フェイズでは、教育的な支援：ポジティブフィード

バック・新たな見方の提示、第 4 フェイズでは、適切な認知を促す：新たなチャレンジへの支援・

見守り、などのサポートを行った。著者は活動意欲を測定するために、Visual Analog Scale (VAS)、
エンパワメント尺度、Sense of Coherence（SOC）の 3 ツールを用いて評価し、養成講座前、養成

講座後、2 週間後、3 ヶ月後の 4 時点において得られたデータを分析した。介入群と対照群ごとに

養成講座前と養成講座後、養成講座前と 2 週間後、養成講座前と 3 ヶ月後の変化を分析するため、

Wilcoxon の符号付順位和検定を実施、誤差を検討するために Bonferroni の補正を行った。養成講

座前の介入群と対照群における関連を分析するため Mann-Whitney の U 検定を行った。また、介

入群別の認知症サポーターの満足感や困難感、その差異について検討すること、また、介入群別で

の活動意欲について、数値で得られた結果の解釈のためにフォーカスグループインタビュー(FGI)
を実施した。プログラムのアウトカム評価としては、実際に認知症サポーターより支援をうけた認

知症の人、家族等（受益者）から、認知症サポーターの活動に対する評価を自記式質問紙調査によ

り測定した。 
【結果】 
著者は、平成 30 年北関東の B 市において本研究を実施した。研究協力の同意が得られた認知症

サポーター養成講座を受講済みの 92 名の内、介入群 37 名、対照群 44 名を分析対象者とした。対

象者の 80％は女性であり、平均年齢は介入群 67.6 歳、対照群 63.1 歳であった。対照群と比べ、介

入群においては養成講座前と比較し受講後から 3 ヶ月後の活動意欲（p<.001 から p=.046）、知識理

解度（p=.001 から p=.022）、SOC の有意味感は受講後 2 週間、受講後 3 ヶ月で有意に高く変化

（p=.038 から p=.042）していた。認知症サポーターの活動の有無では、受講後 3 ヶ月では、介入

群の方が対照群に比べて、活動割合が高く、介入群では対象者の約 70％、対照群では対象者の約

34％が活動をしていた。認知症サポーターによる活動の受益者評価は、介入群が対照群に比べてす

べての項目について高かった（p<.001）。FGI では、対照群と比較して、介入群のカテゴリーおよ

びサブカテゴリーから、より認知症の人への理解の深まり、具体的な関わりについて、カテゴリー

の抽出が認められた。 
【考察】 

著者は、認知症サポーターの活動意欲と活動を高めるために、体験学習教育プログラムを既存の

知識提供型の教育プログラムに組み合わせることで、その効果を検討している。活動意欲、知識理

解度、SOC の有意味感が有意に上昇していること、実際の活動が対照群より高かったということ、

また受益者の評価が有意に高いことから、介護体験学習プログラムの受講によって、認知症サポー

ターが実際に認知症の人と時間を過ごし、人の役に立つという感覚を覚え、自身の存在価値を感じ

る経験にもなり、知識として得たものが体験を通じて確認され、活動意欲を高めていること、これ

らの体験的学習によって実際のボランティア活動に入りやすくしていることへの示唆を示した。 

審査の結果の要旨 

（批評） 

 著者は、地域で認知症と生きる高齢者をサポートする認知症サポーターの活動意欲と活動を高め

るために、介護体験学習プログラムを開発しその有用性を検討した。その結果、認知症サポーター

の活動意欲、実際の活動が高まるということ、また受益者の満足度が高かったことから、介護体験

学習プログラムによるボランティア養成方法の有用性を示した。 
平成 31 年１月 28 日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求

め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。 

よって、著者は博士（看護科学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 

 


